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第６節 遺 族 補 償 

 

第１ 遺族補償の内容 

 

 遺族補償は、職員が公務又は通勤により死亡した場合にその遺族が受けた損害を補償し、遺族の保

護を図ることを目的として、その遺族に対し支給されます。 

 遺族補償には、遺族補償年金及び遺族補償一時金の２種類があります（法第 31 条）。 

 

１ 遺族補償年金 

 ⑴ 受給資格者 

遺族補償年金（以下本節において「年金」という。）を受けることができる遺族を年金の受給資

格者といい、その範囲は、第３－９表に掲げる要件を備える者で、職員の死亡の当時、その収入

によって生計を維持していたものとなります（特例遺族については、P.209 参照）。 

 

第３－９表 遺族補償年金の受給資格者となり得る遺族の範囲と受給権の順位 
 

職 員 と の 続 柄 職員が死亡した当時の年齢 
受給権 
の順位 

配  偶  者 

（内縁関係を含む。） 

妻 年齢は問わない 
１ 

夫 60 歳以上のもの 

一定の障害の状態に

ある場合は年齢を問

わない（規則第 29

条） 

子 

（ 養 子 を 含 む 。 ） 

18 歳に達する日以
後の最初の３月 31
日までのもの 

２ 

父 母 
養 

60 歳以上のもの 
３ 

実 ４ 

孫 
18 歳に達する日以
後の最初の３月 31
日までのもの 

５ 

祖 父 母 60 歳以上のもの ６ 

兄 弟 姉 妹 

18 歳に達する日以

後の最初の３月 31

日までのもの又は

60 歳以上のもの 

７ 

特 例 遺 族 55 歳以上 60 歳未満のもの ８ 

  [注意事項] 

１ 「職員の死亡の当時、その収入によって生計を維持していたもの」には、「専ら」又は

「主として」職員の収入によって生計を維持していた者のみでなく、職員の死亡の当時、

その収入によって生計の一部を維持していた者も含まれます。 

２ 年齢は、職員の死亡当時のものとします。 

３ 職員の死亡の当時胎児であった子が出生したときは、職員の死亡の当時その収入によっ

て生計を維持していた子とみなします（出生したときから受給資格者となります）。 
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 ⑵ 受給権者 

 年金は、受給資格者のすべてに支給されるものではなく、その受給資格者のうち最先順位にあ

る遺族にのみ支給されます。つまり、受給資格者のうち最先順位にある遺族が年金の受給権者と

なります。 

 受給権者となる順位は、第３－９表の「受給権の順位」のとおりで、同順位者が２人以上ある

ときは、それぞれ受給権者となります（法第 32 条第３項）。 

 ⑶ 年金の支給額 

 年金は、第３－10 表に掲げる受給権者及び受給権者と生計を同じくしている受給資格者の人数

の区分に応じ、それぞれの額が支給されます。 

 なお、受給権者が２人以上あるときは、それぞれの受給権者に支給される年金の額は、上記の

年金額をその受給権者の数で除して得た額となります。 

 生計を同じくしているとは、受給資格者が受給権者と一つの生計単位を構成していることをい

い、必ずしもその生計が維持されていることを必要としません。 

 また、同居・別居を問いませんが、一般的には、同居している場合は、生計同一関係があるも

のと考えられます（法第 33 条第１・２項）。 

 ⑷ 年金の端数処理 

 年金たる補償の額の 100 円未満の端数は、50 円未満を切り捨て、50 円以上を切り上げます（法

第 39 条の２）。 

 ⑸ 受給権及び受給資格の消滅 

 年金を受ける権利（受給権）は、受給権者が次のいずれかに該当するに至ったときに消滅し、

これを失権といいます。この場合、同順位者がなくて、後順位者があるときは次順位者が受給権

者となり、年金の支給を受けることになりますが、これを転給といいます。 

  ア 死亡したとき。 

  イ 婚姻（内縁関係にある場合を含む。）をしたとき。 

第３－10 表 遺族補償年金等 
 

遺 族 の 人 数 遺族補償年金 
遺族特別

支 給 金

遺族特別援護金 
遺族特別給付金 

公務災害 通勤災害 

１ 

 

人 

① ②以外の場合 平均給与額×153

300 万円 1,860 万円 1,055 万円 

年金の額に
20

100
を

乗じて得た額 

 

上限額 

 =150 万円×
A

365
 

A=遺族補償年金欄

の遺族の人数に

応ずる乗数 

② 55 歳以上の

妻又は総務省

令で定める障

害の状態にあ

る妻の場合 

平均給与額×175

２ 人 平均給与額×201

３ 人 平均給与額×223

４ 人 以 上 平均給与額×245

備 考 
平成７年８月１日

改正 

昭和55年

11月１日

改正 

平成12年

４月１日

改正 

平成28年 

４月１日 

改正 

昭和 52年４月１日

から適用（上限に

ついては昭和 56年

５月１日改正） 
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  ウ 直系血族又は直系姻族以外の者の養子（届出をしていないが、事実上養子縁組関係と同様の

事情にある者を含む。）となったとき。 

  エ 離縁によって、死亡した職員との親族関係が終了したとき。 

  オ 子、孫又は兄弟姉妹が 18 歳に達した日以後の最初の３月 31 日が終了したとき（職員の死亡

の時から引き続き一定の障害の状態にあるときを除く。）。 

  カ 職員の死亡の当時一定の障害の状態にあった 60 歳未満の夫、父母又は祖父母がその障害の状

態でなくなったとき。 

  キ 職員の死亡の当時一定の障害の状態にあり 18 歳に達する日以後の最初の３月 31 日が終了し

ていた子又は孫がその障害の状態でなくなったとき。 

  ク 職員の死亡の当時一定の障害の状態にあり 18 歳に達する日以後の最初の３月 31 日が終了し

ていたか 60 歳未満であった兄弟姉妹がその障害の状態でなくなったとき。 

また、受給資格者についても上記アからクまでのいずれかに該当するに至ったときは受給資格

を失い、これを失格といいます（法第 34 条）。 

 ⑹ 年金の支給期間等 

 年金は、支給すべき事由が生じた月の翌月から始め、受給権が消滅した月で終わります。 

 また、支払は、毎年２月、４月、６月、８月、10 月及び 12 月の６期に、それぞれの前月分まで

をまとめて支払うことになっていますが、受給権が消滅した場合におけるその期の年金は、支払

期月でない月であっても支払われます。 

 ⑺ 年金額の改定 

 年金額は、次の場合に改定されます。 

  ア 年金の額の算定基礎となる遺族の数に増減を生じたときは、その増減を生じた月の翌月から 

  イ 年金の受給権者が妻であり、かつ、その妻と生計を同じくしている受給資格者がない場合に

おいて、その妻が 55 歳に達したとき（一定の障害の状態にあるときを除く。）等は、その該当

するに至った月の翌月から 

  ウ その他、国の職員の給与水準を基礎とした年金たる補償の自動改定（詳細は、平均給与額の

スライド率早見表 P.289 参照）があったときは、その該当月から 

 ⑻ 他の法令による給付との調整 

  ア 同一の事由によって遺族補償年金と厚生年金保険法等、他の法令の規定による給付が併給さ

れる場合の遺族補償年金の額は、端数処理を行わない所定の遺族補償年金の額に他の法令の規

定により併給される年金の種類に応じ、第３－11 表に掲げる率を乗じて得た額を端数処理した

額に調整されます。 

 なお、遺族補償年金と同一の事由によって支給される他の法令の規定による年金たる給付に

おいて「旧船員保険法の規定による遺族年金」、「旧厚生年金保険法の規定による遺族年金」、「旧

国民年金法の規定による母子年金等」が２ある場合の調整率は、他の法令による年金たる給付

に係るそれぞれの調整率を合算したものから１を減じた率とされます。 

  イ ただし、調整した後の遺族補償年金の額が調整前の遺族補償年金の額から他の法令の規定に

よる年金たる給付の額（他の法令の規定による給付が２つある場合は、それぞれの給付の額の

合算額）を控除した額を下回る場合は、その控除した後の額が遺族補償年金として支給されま

す（法附則第８条、令附則第３条）。 
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第３－11 表 他の法令による給付との調整率 

併給される公的年金 調整率 
調整率 

(特殊公務災害時)

厚生年金保険法による遺族厚生年金及び国民年金法によ

る遺族基礎年金 
0.80 0.87 

遺族厚生年金（当該補償の事由となった死亡について遺族

基礎年金が支給される場合を除く。） 
0.84 0.89 

遺族基礎年金（当該補償の事由となった死亡について遺族

厚生年金又は平成 24 年一元化法改正前地方公務員等共済

組合法・平成 24 年一元化法改正前国家公務員共済組合法

による遺族共済年金が支給される場合を除く。）又は国民

年金法による寡婦年金 

0.88 0.92 

旧船員保険法の規定による遺族年金 0.80 0.87 

旧厚生年金保険法の規定による遺族年金 0.80 0.87 

旧国民年金法の規定による母子年金等 0.90 0.93 

    ※平成２７年９月３０日以前に支給すべき事由の生じた施行日前の期間に係る遺族補償年金

については従前の例によります。 

 

 ⑼ 遺族補償年金の支払停止 

 年金の受給権者が１年以上所在不明である場合には、同順位者（同順位者がないときは次順位

者）の申請によって、その所在が明らかでない間、年金の支給が停止されます（法第 35 条）。 

 支給停止申請は、受給権者の所在が、基金及び受給権者の同順位者又は次順位者のいずれにも

知れなくなった日から引き続いて１年以上その状態が継続している場合に遺族補償年金支給停止

申請書（様式第 20 号）を基金に提出することにより行われ、支給停止の申請により所在不明とな

っている受給権者及びその者と生計を同じくしていた受給資格者に係る年金の支給が停止され、

その者の同順位者（同順位者がないときは次順位者）が最先順位者となり、その支給が停止され

た月の翌月からこれらの者が年金の支給を受けることとなります。 

 支給停止をされた受給権者は、いつでもその所在を明らかにし、遺族補償年金支給停止解除申

請書（様式第 21 号）及び年金証書を基金に提出して、支給停止の解除申請を行うことができます。 

 受給権者の所在不明により年金の支給が停止され、又はその停止が解除された場合における支

給される年金の額は、法第 33 条第３項の規定を準用して改定されることとなります。 
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２ 遺族補償一時金 

 ⑴ 支給要件 

遺族補償一時金（以下本節において「一時金」という。）は、次の場合に支給されます。 

  ア 職員の死亡当時、年金の受給資格者がい

ないとき（法第 36 条第１項第１号） 

  イ 職員の死亡当時、年金を受ける権利を有

する者がいたが、年金の支給開始後失権し、

他に受給資格者がなく、しかもそれまでに

支給された年金の合計額（前払一時金を受

けた場合は、当該金額を含む。）が第３－13

表に掲げる遺族補償一時金の支給額に満た

ないとき（同第２号） 

 ⑵ 受給資格者等 

 一時金の受給資格者は次の者であって、年

金の受給資格がないもの、あるいは年金受給

について失権又は失格したものとなっていま

す（法第 37 条）。 

  ア 配偶者 

  イ 職員の死亡当時その収入によって生計を

維持していた子、父母、孫、祖父母及び兄

弟姉妹 

  ウ ア、イ以外の者で、主として職員の収入

によって生計を維持していたもの 

  エ イに該当しない子、父母、孫、祖父母及

  

 <事 例> 遺族補償年金の受給資格者、受給権者、年金の算定基礎となる遺族の決定      

第３－12 表 遺族補償一時金の受給権の順位 
 

生計維持関係 遺 族 受給権の順位

生計維持関係

の有無は問わ

ない 

配 偶 者 １ 

生計維持関係

のあった者 

子 ２ 

養 父 母 ３ 

実 父 母 ４ 

孫 ５ 

祖 父 母 ６ 

兄 弟 姉 妹 ７ 

その他主とし

て生計維持関

係のあった者

上に掲げる者

以 外 の 者 
８ 

生計維持関係

のなかった者

子 ９ 

養 父 母 10 

実 父 母 11 

孫 12 

祖 父 母 13 

兄 弟 姉 妹 14 

※ 内は同居

      仕送り

（68歳）　父　　 母　（65歳）

職員
（死亡）

妻
（42歳）

子Ｃ
（14歳）

子Ｂ
（16歳）

子Ａ
（19歳）

弟
（35歳）

　左の図で、父、母は職員の生前仕送りを受けていま

したが、職員の死後、職員の妻から仕送りを受けてい

ません。

 ◎ 受給資格者

    妻、子Ｂ、子Ｃ、父、母

 ◎ 受給権者

　  妻

◎ 年金の算定基礎となる遺族の数

    妻、子Ｂ、子Ｃの３人

　 　(ここで、父母は年金の受給権者である妻と同一

　  生計関係にはないので、遺族の数には含まれませ

　  ん。）

 ◎ 年金の額

　  平均給与額×223
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び兄弟姉妹 

受給権者となるのは、これらの者のうち最先順位者ですが、その順位は、ア、イ、ウ、エの順

序により、イとエにおいては、子、父母（養父母は実父母より先順位とする。）、孫、祖父母、兄

弟姉妹の順序によります。ただし、職員が遺言又はその任命権者に対する予告で、ウ及びエの該

当者中から特に指名した者がある場合は、その者がウ及びエ中の他の者に優先して一時金を受け

ることとなります。 

上記の一時金受給権の順位についてまとめたものが第３－12表です。 

 ⑶ 一時金の支給額 

 一時金の支給額は次のようになっています（令附則第２条）。 

 なお、一時金の受給権者が２人以上である場合には、一時金の額を等分して各受給権者に支払

うこととなります。 

  ア 法第 36条第１項第１号該当の場合 

 第３－13表に掲げる遺族補償一時金受給権者の区分に応ずる額 

  イ 法第 36条第１項第２号該当の場合 

 第３－13 表に掲げる遺族補償一時金受給権者の区分に応ずる額から年金の受給権者のすべて

に支給された年金の支給額の合計額を差し引いた額（この場合規則第３条第３項の「補償を行

うべき事由の生じた日」とは、前記⑴のイに該当して新たに一時金を支給すべきこととなった

日を指すものですので、規則第３条第３項及び同条第４項の比較計算を行う必要があります。） 
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Ａ 

365

第３－13 表 遺族補償一時金等 
 

遺族補償一時金受給権者の区分 
遺族補償

一 時 金

遺族特別 

支 給 金 

遺族特別援護金 
遺族特別給付金

公務災害 通勤災害 

ア 配偶者 

子、父母 

孫、祖父母、兄弟姉妹 

平均給与額

×1,000 
300 万円 1,860万円 1,055万円  

遺族補償一時金

の額に100分の20

を乗じて得た額 

 

上限額 

=150万円× 

Ａ=遺族補償一時

金受給権者の

区分に応ずる

欄の乗数 

イ アに掲げる者以外の者で主

として生計維持関係にあっ

た者（職員の死亡の当時 18

歳未満若しくは 55 歳以上の

３親等内の親族又は一定の

障害の状態にある３親等内

の親族） 

平均給与額

×700 
210 万円 1,302万円 740 万円 

ウ アに掲げる者以外の者で主

として生計維持関係にあっ

た者（イに掲げる者以外の

者） 

平均給与額

×400 
120 万円 744万円 420 万円 

備 考 

昭和56年

11月１日 

改正 

昭和55年 

11月１日 

改正 

平成12年 

４月１日 

改正 

平成28年 

４月１日 

改正 

昭和52年４月１

日から適用 

上限について

は昭和56年５

月１日改正 

 
 
 

 

  <事 例> 法第 36 条第１号の場合の遺族補償一時金 

   

    

◎ 平成 28 年７月９日職員死亡 

夫 46 歳、子Ａ20 歳、子Ｂ19 歳 

平均給与額 12,351 円 

◎ この場合は、遺族補償年金を受けることができる遺族がい 

ないので、遺族補償一時金（受給は夫）が支給されます。 

 この場合の遺族補償一時金の額は次のとおりです。 

 平均給与額×1,000 日 

＝12,351 円×1,000=12,351,000 円 

 

 

第２ 遺族補償に伴う福祉事業 

 

１ 遺族特別支給金 
  遺族特別支給金は、年金の第１順位の受給権者又は職員の死亡当時年金を受けることができる遺

族がいない場合の一時金の受給権者に対し、第３－10 表又は第３－13 表に掲げるそれぞれの額が支

給されます（業務規程第 29 条の７第１項、第２項）。 

 なお、遺族特別支給金を受けることができる者が２人以上あるときは、遺族特別支給金の支給額

※ 内は同居･生計維持関係あり（職員死亡時）

職員
（死亡）

配偶者
（夫46歳）

子Ｂ
（19歳）

子Ａ
（20歳）

- 205 - 



- 206 - 

は、上記の額をその人数で除して得た額がそれぞれ各人に対し支給されます（業務規程第 29 条の７

第３項）。 

 

２ 遺族特別援護金 
  遺族特別援護金は、年金の第１順位の受給権者又は職員の死亡当時年金を受けることができる遺

族がいない場合の一時金の受給権者に対し、第３－10 表又は第３－13 表に掲げるそれぞれの額が支

給されます（業務規程第 29 条の９第１項、第２項）。 

  なお、遺族特別援護金を受けることができる者が２人以上あるときは、遺族特別援護金の支給額

は、上記の額をその人数で除して得た額がそれぞれ各人に対し支給されます（業務規程第 29 条の９

第３項）。 

 

３ 遺族特別給付金 
 ⑴ 支給要件 

 遺族特別給付金は、年金の受給権者に対しては年金として、一時金の受給権者に対しては一時

金として、次に掲げる区分に応じて支給されます。 
 ⑵ 支給額 
  ア 年金の受給権者 

 年金（法第 33 条第１項の規定による）の額に 100 分の 20 を乗じて得た額が支給されます。 

 ただし、その額は、第３－10 表に掲げる上限額の算式により得た額を超えないものとされて

います（業務規程第 29 条の 13 第３項第１号）。 

 なお、年金たる遺族特別給付金の額の 100 円未満の端数は、50 円未満を切り捨て、50 円以上

を切り上げます。 

 また、遺族特別給付金の 100 分の 20 の算定基礎となる遺族補償年金又は遺族補償一時金の額

は、法第 58 条第２項若しくは法第 59 条第２項の規定による免責、法附則第６条第３項の規定

による支給停止又は法附則第８条の規定による他の法令による給付との調整等の措置が講じら

れる場合にあっては、これらの措置が講じられる前の額となります。 

  イ 法第 36 条第１号の規定による一時金の受給権者 

 一時金の額に 100 分の 20 を乗じて得た額が支給されます。 

 ただし、その額は、第３－13 表に掲げる上限額の算式により得た額を超えないものとされて

います（業務規程第 29 条の 13 第３項第２号）。 

  ウ 法第 36 条第２号の規定による一時金の受給権者 

 イによる額から同一の事由につき既に支給されたアによる額の合計額を差し引いた額が支給

されます（業務規程第 29 条の 13 第３項第４号）。 

  エ 業務規程第 29 条の 13 第２項の規定による一時金の受給権者 

 遺族補償年金の受給権者が遺族補償年金前払一時金の支給を受けたため法第36条第２号の規

定に該当しないこととなった者で、当該遺族補償年金の受給権者に当該遺族補償年金前払一時

金が支給されなかったものとした場合に同号の規定に該当して遺族補償一時金の受給権者とな

るものに対する支給額は、上記ウに準じます（業務規程第 29 条の 13 第３項第４号）。 

⑶ 受給権者が２人以上の場合 
 遺族特別給付金の支給を受けることができる者が２人以上あるときは、遺族特別給付金の支給
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額は、上記⑵のア、イ、ウ、エによる額をその人数で除して得た額がそれぞれに対し支給されま

す。 

 ⑷ 支給の停止 
 年金の受給権者の所在が１年以上明らかでないことによりその支給が停止されている者に対す

る遺族特別給付金は、当該年金の支給が停止されている間、支給されません。 

 

第３ 遺族補償等の請求（申請）手続 

 

１ 遺族補償年金等の請求（申請）手続 
  遺族補償年金の受給権者が、年金の支給を受けるためには、死亡職員の任命権者を経由して、基

金に「遺族補償年金請求書（様式第 14 号）」を提出する必要があります（記載例 30 参照）。請求書

には個人番号を記入しなくてはなりません。 

 この請求書には、請求者が年金の受給権者であることを証明できる書類及び年金の額の決定に必要

な書類等（P.211 添付書類一覧参照）を添付する必要があります。 

 その際、受給権者が２人以上あるときには、原則としてそのうちの１人を代表者に選任し、その旨

を文書によって届け出なければなりません（規則第 31 条）。 

 基金からの支給決定通知は、請求者である受給権者及び任命権者に対して行われますが、受給権者

が２人以上あって代表者を選任している場合には、代表者に対して行われます。 

 また、決定通知とともに、受給権者には年金証書が交付されます。 
 

２ 遺族補償一時金等の請求（申請）手続 

  遺族補償一時金の受給権者が、遺族補償一時金の支給を受けるためには、死亡職員の任命権者を

経由して、基金に「遺族補償一時金請求書（様式第 23 号）」を提出する必要があります。（記載例 31

－１、２参照） 

 この請求書には、請求者が一時金の受給権者であることを証明できる書類及び一時金の額の決定に

必要な書類等（P.211 添付書類一覧参照）を添付する必要があります。 

 なお、一時金の受給権者が２人以上である場合には、それぞれが請求（申請）を行い、一時金の額

を等分して各受給権者に支給されます。 

 

 

第４ 受給権者の報告等 

 

１ 届出 

  年金の受給権者が、年金の受給中に、次に掲げる事項に該当する場合は、ただちに基金に届け出

なければなりません。 

なお、年金の受給権者が死亡したときは、その遺族が当該届出の義務を負います（規則第 37 条）。 

 ⑴ 氏名、住所、個人番号を変更した場合 
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 ⑵ 法第 34 条第１項（同項第１号を除く。）の規定により、その者の年金を受ける権利が消滅した

場合 

 ⑶ その者と生計を同じくしている年金を受けることができる遺族の数に増減を生じた場合 

 ⑷ 法第 33 条第４項第１号又は第２号のいずれか一に該当するに至った場合 

 

２ 定期報告 

  遺族補償年金を受けている者は、毎年１回、２月１日から同月末日までの間に、年金受給権者及

び年金受給資格者の現状について、「遺族の現状報告書（様式第 41 号）」を作成し、死亡した職員の

所属していた任命権者を経由して提出しなければなりません（規則第 36 条）。 

 

 

第５ 遺族補償年金前払一時金 

 

 職員の公務又は通勤による死亡に伴い、遺族が一時的出費を必要とする場合を考慮し、当分の間、

職員が公務又は通勤により死亡した場合において当該年金の受給権者が申し出たときは、以後その者

が受けることができる年金の一部を一時金として前払いすることとされており、これを遺族補償年金

前払一時金（以下「前払一時金」という。）といいます（法附則第６条第１項）。 

 

１ 支給の申出 

  前払一時金の支給の申出は、原則として年金の最初の支払に先立って行わなければなりませんが、

既に年金の支払があった場合であっても、当該公務又は通勤による災害についての法第45条第１項

の通知があった日の翌日から起算して１年を経過する日までの間は、なお当該申出を行うことがで

きます（規則附則第４条の５第１項）。 

 この申出は遺族補償年金前払一時金請求書（様式第19号）を提出することにより行われることとな

ります。 

 なお、年金受給権者が２人以上あるときの前払一時金の請求及び受領は、原則として、これらの者

が代表者を選任し、当該代表者が行うことになっています（規則附則第４条の６）。 

 また、前払一時金の支給の申出は、同一の災害につき１回に限り認められます（規則附則第４条の

５第２項）。 

 

２ 前払一時金の額 
  前払一時金の額は、年金の最初の支払に先立って申出が行われた場合には、平均給与額の 1,000

日分、800 日分、600 日分、400 日分又は 200 日分に相当する額のうち、年金受給権者（前払一時金

の請求及び受領に関して代表者が選任された場合には、当該代表者。以下同じ。）が申し出た額とし、

年金の支払があった後に申出が行われた場合には、平均給与額の 800 日分、600 日分、400 日分又は

200 日分に相当する額のうち、平均給与額の 1,000 日分に相当する額から当該申出が行われた日の属

する月までの期間に係る年金の額を差し引いた額の範囲内で年金受給権者が申し出た額とします

（法附則第６条第２項、規則附則第４条の７第１項）。 
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３ 前払一時金の支給に伴う年金支給の停止 

  前払一時金が支給される場合には、年金の最初の支払に先立って申出が行われた場合にあっては、

年金を支給すべき事由の生じた日の属する月の翌月から、年金の支払があった後に申出が行われた

場合にあっては当該申出が行われた日の属する月の翌月から、次に掲げる額の合計額が当該前払一

時金の額に達するまでの間、年金の支給が停止されます（法附則第６条第３項、規則附則第４条の

８）。 

 (1) 前払一時金が支給された月後の最初の法第40条第３項に規定する支払期月から１年経過した月

（(2)において「１年経過月」という。）前の各月に支給されるべき年金の額の合算額（年金の支

払があった後に申出が行われた場合にあっては、当該申出が行われた日の属する月以前の期間に

係る年金の額を除く。） 

 (2) １年経過月以後各月に支給されるべき年金の額を、100 分の５にその経過した年数（１年未満の

端数は切り捨てる。）を乗じて得た数に１を加えた数で除して得た額の合算額 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６ 特 例 遺 族 
 

１ 特例遺族 

  年金の受給資格年齢は、夫、父母及び祖父母については 60 歳以上、兄弟姉妹については 18 歳未

満又は 60 歳以上ですが、法の経過措置により当分の間、次の措置がとられています。（職員が死亡

した日が平成２年９月３０日以前の場合は異なる措置が設けられています。） 

 ⑴ 職員の死亡当時、その収入によって生計を維持し、かつ、55 歳以上 60 歳未満であった夫、父母、

祖父母及び兄弟姉妹は、遺族補償年金を受けることができる遺族（以下「特例遺族」という。）と

します。 

 ただし、これらの者が60歳に達するまでの間は、年金額を算定する際の遺族補償年金を受ける

ことができる遺族の人数には含めません（法附則第７条の２第２項）。 

 ⑵ 特例遺族の遺族補償年金を受けるべき順位は、他の遺族補償年金受給資格者より後順位とし、

遺 
 
 
 
 
 
 
 

族 
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特例遺族のうちの順位は、夫、父母、祖父母、兄弟姉妹とします（法附則第７条の２第３項）。 

 ⑶ 特例遺族に支給すべき遺族補償年金は、その者が 60 歳に達するまでの間は、その支給が停止さ

れます。 

 ただし、遺族補償年金前払一時金の支給については、この限りではありません（法附則第７条

の２第４項）。 

 

２ 定期報告及び届出 

  支給停止解除年齢に達しない特例遺族補償年金受給権者も、規則第 36 条の定期報告及び第 37 条

第１項の届出を行わなければならないものとされ、また、支給停止解除年齢に達しない特例遺族も

定期報告及び届出の内容の対象となります（規則附則第６条）。 

 

３ 特例遺族に伴う福祉事業 

 ⑴ 遺族特別給付金 

 遺族補償年金の支給が停止されている者に対する遺族特別給付金は、当該年金の支給が停止さ

れている間、支給されません。 

 ⑵ 奨学援護金 

 奨学援護金は、法附則第７条の２第４項の規定により、遺族補償年金の支給が停止されている

場合においても、その他の支給要件を具備している場合には支給されます。 

 ⑶ 遺族特別支給金・遺族特別援護金 

 弔慰、見舞金である遺族特別支給金及び一時的出費を援護するための遺族特別援護金は、職員

の死亡した時点において支給するところに意味があるものであり、この趣旨から法附則第７条の

２第４項の規定により遺族補償年金が停止される特例遺族に対しても支給されます。 
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★遺族補償請求書の添付書類一覧★ 

 遺 族 補 償 年 金  遺 族 補 償 一 時 金 

１ 
 職員の死亡の事実を証明する書類 

（死亡診断書、死体検案書等） 
１

 職員の死亡の事実を証明する書類 

（死亡診断書、死体検案書等） 

２ 
 遺族の氏名及び職員との続柄に関する区

市町村長の発行する証明書 
２

 遺族の氏名及び職員との続柄に関する区

市町村長の発行する証明書 

３ 

 遺族が職員の死亡当時その収入によって

生計を維持していた事実を認めることので

きる書類（扶養手当関係書類等） 

３
 職員の配偶者、子、父母、孫、祖父母及

び兄弟姉妹の範囲の家系図 

４

 未届婚で事実上婚姻関係と同様の事情に

あったものの場合、その事実を認めること

のできる書類 ４ 
 職員の配偶者、子、父母、孫、祖父母及び

兄弟姉妹の範囲の家系図 

５ 

未届婚で事実上婚姻関係と同様の事情に

あったものの場合、その事実を認めることの

できる書類 

５

 遺族補償年金を受けることのできる遺族

がなく、かつ請求者に遺族補償一時金の先

順位者のないことを証明する書類 

６ 

 遺族が障害の状態にあることにより受給

資格を有するものであるときは、障害の状態

にあることを証明する医師等の証明（診断

書） 

６

 請求者が法第37条第１項第２号、第３号

の規定に該当する者であるときは、職員の

死亡当時主としてその収入によって生計を

維持していた事実を認めることのできる書

類 

７ 

 請求者と他の遺族が生計を同じくしてい

るときは、その事実を認めることのできる書

類 

７

 請求者が法第37条第３項の規定により、

死亡した職員が特に指定した者に該当する

ものであるときは、これを証明する書類 

８ 
 同一の事由により他法令の年金が支給さ

れる場合は、その年金にかかる記載書 
８

 特殊公務災害の規定による金額を請求す

る場合にはその災害が要件に該当するもの

であることを証明する書類（特殊公務災害

認定調書・都支部様式第12号） 

９ 

 受給権者が２人以上いて、代表者を選任し

たときは、その旨を証明することができる書

類（代表者選任届） 

９

 平均給与額算定書（算定の基となった月

の給与明細書及び出勤状況を確認できる書

類（出勤簿等）を添付） 

10 

 特殊公務災害の規定による金額を請求す

る場合にはその災害が要件に該当するもの

であることを証明する書類（特殊公務災害認

定調書・都支部様式第12号） 

  

11 

 平均給与額算定書（算定の基となった月の

給与明細書及び出勤状況を確認できる書類

（出勤簿等）を添付） 
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                                      1号紙 

           認 定
番 号 ００００－００００ 

地方公務員災害補償基金東京都支部長 殿 

 
 

下記の遺族補償年金        を請求 

 
（申請）します。 

請求（申請）年月日 平成  年 月 日 

請求（申請）者  
(代表者)の住所  

氏 名
ふ り が な

             ○印  

死亡職員との続柄 

個 人 番 号 

1 

 

死亡職員に 

関する事項 

所属団体名 所属部局名 

氏 名 

  年  月  日生(  歳)
職 名      □常    勤 

          □令第１条職員 
負 傷 又 は 
発病の年月日 平成  年  月  日 死 亡 

年 月 日 
  平成  年  月  日 

2 請求の事由 □職員の死亡 □先順位者の失権 □胎児であった子の出生 □先順位者の所在不明  

3 
請求者及び 
遺族補償年 
金を受ける 
ことができ 
る遺族   

氏 名 生年月日 年 齢  住     所  死亡職員との続柄 備 考 

江戸美子 S48.2.1 ４３ 東京都○○区○○町１－１－１ 妻 ○請  
 〃 一郎 H11.３.1 １７ 〃 子 ○生  
 〃 友子 H１3.５.1 １４ 〃 子 ○生  

4 
既に遺族補 
償年金を受 
けている者 

氏 名 生年月日 年 齢  住     所  死亡職員との続柄 備 考 

5 遺族補償  
年金請求金 
額の計算  

    (平均給与額)           (乗ずべき数)   

        円×                ×
1

  
 =                  円 

                               (受給権者の数) 

6 遺族補償 
年金請求金額 □

受給権者が 1 人の場合又は 
代表者を選任しない場合 □代表者を選任した場合 円 

7 他法年金保険の受給関係 □       の被保険者であった。  □被保険者ではなかった。 

 遺族特別支給金       
8 遺族特別援護金  申請金額 
 の計算            

遺族特別支給金 

3,000,000 円×   =     円
          (受給権者の数) 

遺族特別援護金 

     円×   =      円 

          (受給権者の数) 

  遺族特別給付金 
9 
  申請金額の計算 

 
    (平均給与額)        (乗ずべき数)    

(A)       円  ×       ×  
20

100
   ×   

1

  
    =             円 

                                      (受給権者の数) 

            （乗ずべき数） 

(B)1,500,000円×  

365
 ×

1

  
 =                  円 

               （受給権者の数） 

  遺族特別支給金       

10 遺族特別援護金 申請金額  

  遺族特別給付金       

□受給権者が 1人の場合又は 

 代表者を選任しない場合 

□代表者を選任した場合 

遺族特別支給金       円 

遺族特別援護金       円 

遺族特別給付金       円 
 

11
振 込 み 

振込先金融 
機 関 名 〇 〇 銀 行 〇 〇 支 店 ＊ 年 金 決 定 年 額

□受給権者が１ 
 人の場合又は 
 代表者を選任 
 しない場合 
□代表者を選任 
 した場合   

円 

＊ 特 別 支 給 金
 決 定 金 額 円 

 □ 普 通 預 金  □ 当 座 預 金  
＊ 特 別 援 護 金
 決 定 金 額 円 

口 座 番 号 1234567 
＊ 特 別 給 付 金
 決 定 年 額 円 

預金名義者 江戸美子 
＊ 通     知 平成   年   月   日 

送金小切手 受取先金融 
機 関 名 

  銀 行  支 店 ＊年 金 証 書 の 番
  号   第    号 

そ の 他  ＊年金・特別給付金
 支 給 開 始 年 月 平 成   年   月 

＊ 受  理 平 成   年   月   日 ＊特別支給金・特別
 援 護 金 の 支 払 平成   年   月   日 

〔注意事項〕裏面参照。 

 

記載例 30 遺族補償年金請求書 

様式第 14号           

 3,000,000 10,550,000  １ 10,550,000 

１７,００５       ２２３   
1
 ７５８,４２３

223

✓

遺 族 補 償 年 金 請 求 書 

遺族特別支給金申請書 

遺族特別援護金申請書 

遺族特別給付金申請書 

江
戸

銀行に届けている口座名義を正確に記入 

遺族特別支給金 
遺族特別援護金 
遺族特別給付金 (     ) 

 ２９ ４ １２ 

東京都○○区○○町１－１－１ 

     東 京 都 
 

      江 戸 辰 男

昭和４６ ３ ２８ ４５ 

 ２８ ４ １６ 

１

 江
え

 戸
ど

 美
よし

 子
こ

 

○○局○○部 

主 事 

 ２８ ４ １９ 

✓

✓

    １７,００５        ２２３      １             ３，７９２，１１５   

３，７９２，１１５ 

１

９１６，４３８ 

妻

3,000,000
10,550,000

758,423

✓ 

✓遺族厚生年金 

1

  
 

1
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平 均 給 与 額 算 定 書         2号紙 

被災職員の氏名 
及 び 生 年 月 日 年   月   日生

補償の種類 遺族補償年金 

 
 1 平均給与額算定内訳 

  災害発生の日の属する月の前月の末日から起算して過去 3月間の給与 
  （通勤手当については、地方公務員災害補償法施行規則第 3条第 5項に規定する各月ごとの合計額） 

給 与 期 間 
  年 月 日から 
  年 月 日まで 

  年 月 日から
  年 月 日まで

  年 月 日から
  年 月 日まで

計 備   考 

総 日 数 日 日 日 日  
行(-) ３－７３ 
 

勤務した日数 日 日 日 日 

控 除 日 数 日 日 日 日 

給 
 
 
 
 
 
 
与 

給 料 円 円 円 円 

扶 養 手 当 円 円 円 円 

地 域 手 当 円 円 円 円 

住 居 手 当 円 円 円 円 

通 勤 手 当 円 円 円 円 

時間外勤務手当 円 円 円 円 

宿日直手当 円 円 円 円 

円  円 円 円 

円  円 円 円 

円  円 円 円 

円  円 円 円 

円  円 円 円 

計 円 円 円 円 
(Ａ) 法第 2 条第 4項本文による金額 
 
 （給与総額） （総日数） 
      円÷    ＝     円   銭 (イ) 

寒冷地手当 
  災害発生の日の属する月の前月の末日以前におけ 

  る直近の寒冷地手当の支給日に支給された寒冷地 

  手当の額 

       円×5÷365＝     円   銭 (ロ) 

                 (イ) ＋ (ロ) ＝           円   銭 
(Ｂ) 法第 2 条第 4項ただし書による金額 
    日、時間又は出来高払制によ

    って定められた給与の総額 

  （勤務した日数） 

                円÷       ×      ＝      円   銭 (ハ) 

    （その他の給与の総額）    （総日数） 
                円÷           ＝          円   銭 (ニ) 
                  (ロ) ＋ (ハ) ＋ (ニ)  ＝          円   銭 
(Ｃ) 法第 2 条第 6項による金額（同条第４項本文計算） 
    (寒冷地手当の額)  控除日の属する    (その月の総日数)  (控除日数)  (減額された給与の額) 

              月の給与の月額 

   
 
  （控除日の勤務に対して支払われた時間外勤務手当等の合計額）                   円   銭(ヘ)
                  (ホ) ＋ (ヘ) ＝        円   銭 (ト) 
  （寒冷地手当の額） （総日数）  （給与総額）      (ト) 
 
 
             

（総日数）  （控除日数） 
 

(Ｃ’) 法第 2条第 6項による金額（同条第４項ただし書計算） 
   日、時間又は出来高払制によって定められた給  勤務した日数 

   与の総額(控除日に支払われたものを除く)    (控除日を除く) 

 
                     円÷     ×     ＝      円   銭(チ) 
 
  （寒冷地手当の額） （総日数） （その他の給与総額）  (ホ) 
  
  
             

（総日数）  （控除日数） 
 
                   (チ) ＋ (リ) ＝        円   銭 

〔注意事項〕別紙参照 
 

〔                 〕×5 

365 
×＋ ÷ － ＝ 円   銭(ホ)

×5 

365 

日－ 

× ＋ －

＝ 円   銭 
円   銭  

日

×5 

365 

日－ 

× ＋ －

＝ 円   銭(リ) 
円   銭 

日

60
100

60
100

(      ) 

〔      〕 

〔          〕 〔  〕

〔       〕 

江 戸 辰 男 
    昭和４６ ３ ２８ 

 ２８ １ １ 
 ２８ １ ３１ 

３１
２３

３７３，４００
３３，５００
７３，２４２

１０，０００
３０，０００

５２０，１４２

 ２８ ２ １
 ２８ ２ ２８ 

２８
２０

３７３，４００
３３，５００
７３，２４２

１０，０００
２０，０００

５１０，１４２

２８ ３ １
 ２８ ３ ３１ 

３１
２３

３７３，４００
３３，５００
７３，２４２

１０，０００
１０，０００

５００，１４２

  
９０
６６

１，１２０，２００
１００，５００
２１９，７２６

０
３０，０００
６０，０００

１，５３０，４２６

１，５３０，４２６ ９０ １７，００４ ７３ 

 １７，００４ ７３ 

 ６０，０００ ６６ ５４５ ４５
 
 １，４７０，４２６ ９０ １６，３３８ ０６ 
 １６，８８３ ５１ 
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(Ｄ) 規則第 3条第 1項による金額 

    （給与総額）       （総日数） 

              円÷          ＝        円    銭 

 ①災害発生の日（平成   年   月   日）にお

ける基本的給与の月額 

          職給料表    級      号

給 

 ②補償事由発生日（平成   年   月   日）に

おける基本的給与の月額 

         職給料表    級      号給

給 料 

扶 養 手 当 

地 域 手 当 
特地勤務手当又はへき地勤務手当 

計 

円 

円 

円 

円 

円 

給 料

扶 養 手 当

地 域 手 当
特地勤務手当又はへき地勤務手当

計 

円 

円 

円 

円 

円 

(Ｅ) 規則第 3条第 2項による金額 

             （基本的給与の月額①） 

                            円÷30＝         円    銭 

(Ｆ) 規則第 3条第 3項による金額 

             （基本的給与の月額②） 

                            円÷30＝         円    銭 

(Ｇ) 規則第 3条第 4項による金額 

 災害発生の日を補償事由発生日とみなして(Ｆ)の例により計算した額 

          （基本的給与の月額①） 

                         円÷30＝         円    銭(ヌ) 

(ヌ) 及び(Ａ)(Ｂ)(Ｃ)(Ｃ )(Ｄ)(Ｅ)のうち最も高い金額 

                                      円    銭(ル) 

            (ル)        （総務大臣が定める率） 

               円    銭×         ＝         円    銭 

規 

則 

第 

3 

条 

第 

6 

項 

に 

よ 

る 

金 

額 

(Ｈ) 離職後に補償を行うべき事由が生じた場合の金額 

  補償事由発生日を採用の日とみなして(Ｅ)の例により計算した額 

        （基本的給与の月額②） 

                         円÷30＝         円    銭 

(Ｉ) 離職後に補償を行うべき事由が生じ、かつ、補償事由発生日が災害発生の日の属する年度の翌々年度以降 

  に属する場合の金額 

 災害発生の日を補償事由発生日とみなして(Ｆ)の例により計算した額 

      （基本的給与の月額①） 

                        円÷30＝         円    銭(ヲ) 

(ヲ) 及び(Ａ)(Ｂ)(Ｃ)(Ｃ )(Ｄ)(Ｅ)のうち最も高い金額 

                                     円    銭(ワ) 

         (ワ)        （総務大臣が定める率） 

            円    銭×         ＝         円    銭 

(Ｊ) (Ｈ)(Ｉ)以外の金額 

                                      円    銭 

(Ｋ) 規則第 3条第 7項による金額 

                                         円 

(Ｌ) 法第 2 条第 11項又は第 13 項による金額 

法第 2条第 11 項又は第 13 項の基準日における年齢                    歳 

最 高 限 度 額 

円 

最 低 限 度 額 

円

昭和 61 年改正法附則第 5 条の規定

による経過措置の適用 

 □有   □無 

 2 平均給与額 

                                       円（     ）による金額 

 

＊ 平均給与額の算定内訳は上記のとおりであることを証明します。 

    平成   年   月   日 

 
                        所  在  地 

 

                 所属部局の  名    称 

 

                                 長の職・氏名                     印 

 

２８ ４ １９
 
 行（－） ３ ７７ 
 
 ３７８，４００ 
 ３３，５００ 
 ７４，１４２ 
 
 ４８６，０４２ 

 ４８６，０４２ １６，２０１ ４０ 

  １７，００５ Ａ 

 ２９ ○ ○ 

新宿区西新宿２－８－１ 
 
○○局○○部 
 
  所  属  長 

公
印

  ４５

 ２３，９２４ ６，８６５  
✓ 

職員の死亡した日
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                            1号紙 

               認定
番号 ００００－００００ 

 

地方公務員災害補償基金東京都支部長 殿  

 
 

下記の遺族補償一時金        を請求
 

（申請）します。 

請求（申請）年月日  平成  年  月  日

請求（申請）者 
の 住 所 
 

氏 名
ふ り が な

             ○印  

死亡職員との 
続柄又は関係 

 名局部属所 名体団属所

氏名 

年  月  日生（  歳）

職 名       □常    勤 
             
            □令第１条職員 

負傷又は 
発病の年月日 

平成  年  月  日
死    亡
年 月 日

平成  年  月  日 

２ 遺族補償一時金（遺族特別給付金）請求（申請）額の計算 

  遺族補償年金（遺族特別給付金）が支給されていた場合 

年金の受給権者で 

あった者の氏名 
年金証書の番号 支給された年金額の合計 支 給 さ れ た 特 別 給 付 金 額 の 合 計

 円円 号    第

 円円 号    第

 円円 号    第

円円 計

支給月の属 

す る 年 度 

総務大臣が 

定める率(A) 

遺族補償年金 遺族特別給付金 

支給された年金額(B) (B)×(A) 支給された給付金額(C) (C)×(A) 

年度  円 円 円 円

年度  円 円 円 円

年度  円 円 円 円

年度  円 円 円 円

年度  円 円 円 円

年度  円 円 円 円

年度  円 円 円 円

)D(円 計  円(E)

 遺族補償年金前払一時金が支給されていた場合 

支給年月日 
 支給された前払一時金 
 の額(F) 総務大臣が定める率(G (F)×(G) 

円 日  月  年  円(H)

 支給された遺族補償年金等の合計(D)＋(H)                    円(I)

受給権者（支給を受ける者）の氏名 生 年 月 日 死亡職員との続柄又は関係 

九段 昭   年  月  日 父 
九段 和子   年  月  日 母 
   年  月  日  

   年  月  日  

   〔注意事項〕別紙参照。 

  

記載例 31-1 遺族補償一時金請求書（法第 36条第 1号該当） 

様式第 23号           

遺族特別支給金 
遺族特別援護金 
遺族特別給付金 

遺族補償一時金請求書 

遺族特別支給金申請書 

遺族特別援護金申請書 

遺族特別給付金申請書 

(     ) 
        東京都○○区○○町 

１－１－１

     東 京 都 
 

      九 段  桜 

 昭和６１ ５ １ ３０ 

 ２８ １０ １５ 

九
く

 段
だん

  昭
あきら

 

父 

○○局○○部 

主 事 

 ２８ １０ １５ 

✓ 

昭和３７ １０ １ 

２９ ４ ４ 

九
段

昭和３７ １１ １ 

受給権者が複数いる場合、全

員からの請求書が必要 
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  （遺族補償一時金の額） 

    （平均給与額） （乗ずべき数(ア)）   (I) 

  （     円×     －     円）×
1

   
  =               円

                              （受給権者の数） 

  （遺族特別給付金の額） 

 (a) 
    （平均給与額） （乗ずべき数(ア)）       (E) 

  （     円×     ×
20

100
 －     円）×

1

   
 =           円 

                          （受給権者の数） 

 (b) 
           （乗ずべき数(イ)）     (E) 

  （1,500,000円×
    

365
 －       円）×

1

   
 =             円 

                        （受給権者の数） 

 円 額金求請の金時一償補族遺 3

4 
遺族特別支給金

遺族特別援護金  申請金額 

遺族特別支給金（総額） 

    円×
1

   
=    円

      （受給権者の数） 

遺族特別援護金（総額） 

    円×
1

   
=    円

      （受給権者の数） 

 円 額金請申の金付給別特族遺 5

 

振 込 み 

振込先金融 
機 関 名 

   銀行   支店
 円金時一

特 別 支 給 金 円 

 □ 普通預金  □ 当座預金 特別援護金 円 

口 座 番 号 ９８７６５４３ 特別給付金 円 

預金名義者 九 段  昭 
 円計合

送金小切手 
受取先金融 
機 関 名 

   銀行   支店
＊ 通  知 平成  年  月  日 

そ の 他  
＊ 支  払 平成  年  月  日 

＊ 受   理 平成   年   月   日 

 

  

 １１，５５５ １，０００ ２ ５，７７７，５００ 

✓ 

 ○○   ○○

 １１，５５５ １，０００ ２ １，１５５，５００ 

 １，０００ ２ ２，０５４，７９４ 

５，７７７，５００

 3,000,000 
２
 1,500,000 18,600,000 

２ 
9,300,000 

１，１５５，５００

請求者本人の口座を記入 銀行に届けている口座名義を正確に記入 
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                            1号紙 

               認定
番号 ００００－００００ 

 

地方公務員災害補償基金東京都支部長 殿  

 
 

下記の遺族補償一時金        を請求
 

（申請）します。 

請求（申請）年月日  平成  年  月  日

請求（申請）者 
の 住 所 
 

氏 名
ふ り が な

             ○印  
死亡職員との 
続柄又は関係 

 名局部属所 名体団属所

氏名 

年  月  日生（  歳）

職 名       □常    勤 
             
            □令第 1条職員 

負傷又は 
発病の年月日 

平成  年  月  日
死    亡
年 月 日

平成  年  月  日 

２ 遺族補償一時金（遺族特別給付金）請求（申請）額の計算 

  遺族補償年金（遺族特別給付金）が支給されていた場合 

年金の受給権者で 

あった者の氏名 
年金証書の番号 支給された年金額の合計 支 給 さ れ た 特 別 給 付 金 額 の 合 計

 円円 号    第

 円円 号    第

 円円 号    第

円円 計

支給月の属 

す る 年 度 

総務大臣が 

定める率(A) 

遺族補償年金 遺族特別給付金 

支給された年金額(B) (B)×(A) 支給された給付金額(C) (C)×(A) 

年度  円 円 円 円

年度  円 円 円 円

年度  円 円 円 円

年度  円 円 円 円

年度  円 円 円 円

年度  円 円 円 円

年度  円 円 円 円

)D(円 計  円(E)

 遺族補償年金前払一時金が支給されていた場合 

支給年月日 
 支給された前払一時金 
 の額(F) 総務大臣が定める率(G (F)×(G) 

円 日  月  年  円(H)

 支給された遺族補償年金等の合計(D)＋(H)                    円(I)

受給権者（支給を受ける者）の氏名 生 年 月 日 死亡職員との続柄又は関係 

九段 昭   年  月  日 父 
九段 和子   年  月  日 母 
   年  月  日  

   年  月  日  

   〔注意事項〕別紙参照。 

 

  

記載例 31-2 遺族補償一時金請求書（法第 36条第 1号該当） 

様式第 23号           

遺族特別支給金 
遺族特別援護金 
遺族特別給付金 

遺族補償一時金請求書 

遺族特別支給金申請書 

遺族特別援護金申請書 

遺族特別給付金申請書 

(     ) 
        東京都○○区○○町 

１－１－１

     東 京 都 
 

      九 段  桜 

 昭和６１ ５ １ ３０ 

 ２８ １０ １５ 

九
く

 段
だ ん

  和
かず

 子
こ

 

母 

○○局○○部 

主 事 

 ２８ １０ １５ 

✓ 

昭和３７ １０ １ 

２９ ４ ４ 

昭和３７ １１ １ 

九
段

受給権者が複数いる場合、全

員からの請求書が必要 
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  （遺族補償一時金の額） 

    （平均給与額） （乗ずべき数(ア)）   (I) 

  （     円×     －     円）×
1

   
 =               円 

                       （受給権者の数） 

  （遺族特別給付金の額） 

 (a) 
    （平均給与額） （乗ずべき数(ア)）       (E) 

  （     円×     ×
20

100
 －     円）×

1

   
 =           円 

                          （受給権者の数） 

 (b) 
           （乗ずべき数(イ)）     (E) 

  （1,500,000円×
    

365
 －       円）×

1

   
 =             円 

                        （受給権者の数） 

 円 額金求請の金時一償補族遺 3

4 
遺族特別支給金

遺族特別援護金 申請金額 

遺族特別支給金（総額） 

    円×
1

   
=    円

      （受給権者の数） 

遺族特別援護金（総額） 

    円×
1

   
=    円

      （受給権者の数） 

 円 額金請申の金付給別特族遺 5

 

振 込 み 

振込先金融 
機 関 名 

   銀行   支店
 円金時一

特 別 支 給 金 円 

 □ 普通預金  □ 当座預金 特別援護金 円 

口 座 番 号 １２３４５６７ 特別給付金 円 

預金名義者 九 段 和 子 
 円計合

送金小切手 
受取先金融 
機 関 名 

   銀行   支店
＊ 通  知 平成  年  月  日 

そ の 他  
＊ 支  払 平成  年  月  日 

＊ 受   理 平成   年   月   日 

 

  

 １１，５５５ １，０００ ２ ５，７７７，５００  

✓ 

 ○○   ○○

 １１，５５５ １，０００ ２ １，１５５，５００ 

 １，０００ ２ ２，０５４，７９４ 

 3,000,000 
２
 1,500,000 18,600,000 

２ 
9,300,000 

１，１５５，５００

請求者本人の口座を記入 銀行に届けている口座名義を正確に記入 

５，７７７，５００
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平 均 給 与 額 算 定 書         2 号紙 

被災職員の氏名 
及 び 生 年 月 日 年   月   日生

補償の種類 遺族補償一時金 
 

 1 平均給与額算定内訳 

  災害発生の日の属する月の前月の末日から起算して過去 3月間の給与 
  （通勤手当については、地方公務員災害補償法施行規則第 3条第 5項に規定する各月ごとの合計額） 

給 与 期 間 
  年 月 日から 
  年 月 日まで 

  年 月 日から
  年 月 日まで

  年 月 日から
  年 月 日まで

計 備   考 

総 日 数 日 日 日 日  
行（－）２－４５ 勤務した日数 日 日 日 日 

控 除 日 数 日 日 日 日 

給 
 
 
 
 
 
 
与 

給 料 円 円 円 円 

扶 養 手 当 円 円 円 円 

地 域 手 当 円 円 円 円 

住 居 手 当 円 円 円 円 

通 勤 手 当 円 円 円 円 

時間外勤務手当 円 円 円 円 

宿日直手当 円 円 円 円 

 円 円 円 円 

 円 円 円 円 

 円 円 円 円 

 円 円 円 円 

 円 円 円 円 

計 円 円 円 円 
(Ａ) 法第 2 条第 4項本文による金額 
 
 （給与総額） （総日数） 
      円÷    ＝     円   銭 (イ) 

寒冷地手当 
  災害発生の日の属する月の前月の末日以前におけ 

  る直近の寒冷地手当の支給日に支給された寒冷地 

  手当の額 

       円×5÷365＝     円   銭 (ロ) 

                 (イ) ＋ (ロ) ＝           円   銭 
(Ｂ) 法第 2 条第 4項ただし書による金額 
    日、時間又は出来高払制によ

    って定められた給与の総額 

  （勤務した日数） 

                円÷       ×      ＝      円   銭 (ハ) 

    （その他の給与の総額）    （総日数） 
                円÷           ＝          円   銭 (ニ) 
                  (ロ) ＋ (ハ) ＋ (ニ)  ＝          円   銭 
(Ｃ) 法第 2 条第 6項による金額（同条第４項本文計算） 
    (寒冷地手当の額)  控除日の属する    (その月の総日数)  (控除日数)  (減額された給与の額) 

              月の給与の月額 

   
 
  （控除日の勤務に対して支払われた時間外勤務手当等の合計額）                   円   銭(ヘ)
                  (ホ) ＋ (ヘ) ＝        円   銭 (ト) 
  （寒冷地手当の額） （総日数）  （給与総額）      (ト) 
 
 
             

（総日数）  （控除日数） 
 

(Ｃ’) 法第 2条第 6項による金額（同条第４項ただし書計算） 
   日、時間又は出来高払制によって定められた給  勤務した日数 

   与の総額(控除日に支払われたものを除く)    (控除日を除く) 

 
                     円÷     ×     ＝      円   銭(チ) 
 
  （寒冷地手当の額） （総日数） （その他の給与総額）  (ホ) 
  
  
             

（総日数）  （控除日数） 
 
                   (チ) ＋ (リ) ＝        円   銭 

〔注意事項〕別紙参照。 

別 紙

〔                 〕×5 

365 
×＋ ÷ － ＝ 円   銭(ホ)

×5 

365 

日－ 

× ＋ －

＝ 円   銭 
円   銭  

日

×5 

365 

日－ 

× ＋ －

＝ 円   銭(リ) 
円   銭 

日

60
100

60
100

(      ) 

〔      〕 

〔          〕 〔  〕

〔       〕 

九 段  桜 
    昭和６１ ５ １ 

 ２８ ７ １ 
 ２８ ７ ３１ 

３１
２３

２８６，３００

５１，５３４

８，５００
１０，０００

３５６，３３４

 ２８ ８ １
 ２８ ８ ３１ 

３１
２３

２８６，３００

５１，５３４

８，５００
６，０００

３５２，３３４

２８ ９ １
 ２８ ９ ３０ 

３０
２２

２８６，３００

５１，５３４

８，５００
８，０００

３５４，３３４

  
９２
６８

８５８，９００

１５４，６０２

２５，５００
２４，０００

１，０６３，００２

 １，０６３，００２ ９２ １１，５５４ ３６ 

 １１，５５４ ３６ 

 ２４，０００ ６８ ２１１ ７６ 
 
 １，０３９，００２ ９２ １１，２９３ ５０ 
  １１，５０５ ２６ 
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(Ｄ) 規則第 3条第 1項による金額 

    （給与総額）       （総日数） 

              円÷          ＝        円    銭 

 ①災害発生の日（平成   年   月   日）における

  基本的給与の月額 

          職給料表    級      号給 

 ②補償事由発生日（平成   年   月   日）にお 

  ける基本的給与の月額 

          職給料表    級      号給 

給 料 

扶 養 手 当 

地 域 手 当 
特地勤務手当又はへき地勤務手当 

計 

円

円

円

円

円

給 料

扶 養 手 当

地 域 手 当
特地勤務手当又はへき地勤務手当

計 

円

円

円

円

円

(Ｅ) 規則第 3条第 2項による金額 

             （基本的給与の月額①） 

                            円÷30＝         円    銭 

(Ｆ) 規則第 3条第 3項による金額 

             （基本的給与の月額②） 

                            円÷30＝         円    銭 

(Ｇ) 規則第 3条第 4項による金額 

 災害発生の日を補償事由発生日とみなして(Ｆ)の例により計算した額 

          （基本的給与の月額①） 

                         円÷30＝         円    銭(ヌ) 

(ヌ) 及び(Ａ)(Ｂ)(Ｃ)(Ｃ )(Ｄ)(Ｅ)のうち最も高い金額 

                                      円    銭(ル) 

            (ル)        （総務大臣が定める率） 

               円    銭×         ＝         円    銭 

規 

則 

第 

3 

条 

第 

6 

項 

に 

よ 

る 

金 

額 

(Ｈ) 離職後に補償を行うべき事由が生じた場合の金額 

  補償事由発生日を採用の日とみなして(Ｅ)の例により計算した額 

        （基本的給与の月額②） 

                         円÷30＝         円    銭 

(Ｉ) 離職後に補償を行うべき事由が生じ、かつ、補償事由発生日が災害発生の日の属する年度の翌々年度以降 

  に属する場合の金額 

 災害発生の日を補償事由発生日とみなして(Ｆ)の例により計算した額 

      （基本的給与の月額①） 

                        円÷30＝         円    銭(ヲ) 

(ヲ) 及び(Ａ)(Ｂ)(Ｃ)(Ｃ )(Ｄ)(Ｅ)のうち最も高い金額 

                                     円    銭(ワ) 

         (ワ)        （総務大臣が定める率） 

            円    銭×         ＝         円    銭 

(Ｊ) (Ｈ)(Ｉ)以外の金額 

                                      円    銭 

(Ｋ) 規則第 3条第 7項による金額 

                                         円 

(Ｌ) 法第 2 条第 11 項又は第 13 項による金額 

法第 2条第 11 項又は第 13 項の基準日における年齢                    歳 

最 高 限 度 額 

円 

最 低 限 度 額 

円

昭和 61 年改正法附則第 5条の規定によ

る経過措置の適用 

 □有   □無 

 2 平均給与額 

                                       円（     ）による金額 

 

＊ 平均給与額の算定内訳は上記のとおりであることを証明します。 

    平成   年   月   日 

 
                        所  在  地 

 

                 所属部局の  名    称 

 

                        長の職・氏名                         印

 

 

２８ １０ １５
 
 行（－） ２ ４５ 
 ２８６，３００
 
 ５１，５３４
 
 ３３７，８３４

 ３３７，８３４ １１，２６１ １３ 

  １１，５５５ Ａ 

 ２９ ○ ○ 

新宿区西新宿２－８－１ 
 
○○局○○部 
 
  所  属  長 

公
印

  ３，９３０  
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                              1号紙 

               認定
番号 ００００－００００ 

 

地方公務員災害補償基金東京都支部長 殿  

 
 

下記の遺族補償一時金        を請求
 

（申請）します。 

請求（申請）年月日  平成  年  月  日

請求（申請）者 
の 住 所 
 

氏 名
ふ り が な

             ○印  
死亡職員との 
続柄又は関係 

 名局部属所 名体団属所

氏名 

年  月  日生（  歳）

職 名       □常    勤 
             
            □令第 1条職員 

負傷又は 
発病の年月日 

平成  年  月  日
死    亡
年 月 日

平成  年  月  日 

２ 遺族補償一時金（遺族特別給付金）請求（申請）額の計算 

  遺族補償年金（遺族特別給付金）が支給されていた場合 

年金の受給権者で

あった者の氏名 
年金証書の番号 支給された年金額の合計 支 給 さ れ た 特 別 給 付 金 額 の 合 計

東日本 明子 第 13150000-02 号 ４，６５１，８００円 ９３０，４００円
 円円 号    第

 円円 号    第

円円 計

支給月の属 

す る 年 度 

総務大臣が 

定める率(A) 

遺族補償年金 遺族特別給付金 

支給された年金額(B) (B)×(A) 支給された給付金額(C) (C)×(A) 

年度  円 円 円 円

年度  円 円 円 円

年度  円 円 円 円

年度  円 円 円 円

年度  円 円 円 円

年度  円 円 円 円

年度  円 円 円 円

)D(円 計  円(E)

 遺族補償年金前払一時金が支給されていた場合 

支給年月日 
 支給された前払一時金 
 の額(F) 総務大臣が定める率 (G (F)×(G) 

円 日  月  年  円(H)

 支給された遺族補償年金等の合計(D)＋(H)                    円(I)

受給権者（支給を受ける者）の氏名 生 年 月 日 死亡職員との続柄又は関係 

東日本 治   年  月  日 父 
   年  月  日  

   年  月  日  

   年  月  日  

      〔注意事項〕別紙参照。 
 

  

記載例 32 遺族補償一時金請求書（法第 36条第 2号該当） 

様式第 23号           

遺族特別支給金
遺族特別援護金
遺族特別給付金

遺族補償一時金請求書 

遺族特別支給金申請書 

遺族特別援護金申請書 

遺族特別給付金申請書 

(     ) 
        東京都○○区○○町 

１－２－３

     ○○区 
 

     東日本 正 

 昭和５１ ５ １ ４１ 

 ２７ ４ １ 

東 日 本
ひがしにっぽん

 治
おさむ

 

父 

○○部○○課 

主 事 

 ２７ ４ ２

✓ 

昭和２８ ８ １ 

 ２９ １１ １ 

東
日
本

 ２７ 1.00 2,132,075 2,132,075 426,433 426,433 
 ２８ 1.00 2,325,900 2,325,900 465,200 465,200 
 ２９  193,825 193,825 38,767 38,767 
 

 

 

 

    4,651,800  930,400   

４，６５１，８００

遺族補償年金の受給権者が全員

失権し、既支払額が遺族補償一

時金の支給額に満たない場合 
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  （遺族補償一時金の額） 

    （平均給与額） （乗ずべき数(ア)）   (I) 

  （     円×     －     円）×
1

   
 =               円 

                       （受給権者の数） 

  （遺族特別給付金の額） 

 (a) 
    （平均給与額） （乗ずべき数(ア)）       (E) 

  （     円×     ×
20

100
 －     円）×

1

   
 =            円 

                          （受給権者の数） 

 (b) 
           （乗ずべき数(イ)）     (E) 

  （1,500,000円×
    

365
 －       円）×

1

   
 =              円 

                        （受給権者の数） 

 円 額金求請の金時一償補族遺 3

4 
遺族特別支給金

遺族特別援護金  申請金額 

遺族特別支給金（総額） 

    円×
1

   
 =   円

      （受給権者の数） 

遺族特別援護金（総額） 

    円×
1

   
 =   円

      （受給権者の数） 

 円 額金請申の金付給別特族遺 5

 

振 込 み 

振込先金融 
機 関 名 

   銀行   支店
 円金時一

特 別 支 給 金 円 

 □ 普通預金  □ 当座預金 特別援護金 円 

口 座 番 号 １２３４５６７ 特別給付金 円 

預金名義者 東日本 治 
 円計合

送金小切手 
受取先金融 
機 関 名 

   銀行   支店
＊ 通  知 平成  年  月  日 

そ の 他  
＊ 支  払 平成  年  月  日 

＊ 受   理 平成   年   月   日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 １５，２０２ １，０００ ４，６５１，８００ 
１
 １０，５５０，２００ 

✓ 

 ○○   ○○

 １５，２０２ １，０００ ９３０，４００ 
１
 ２，１１０，０００ 

 １，０００ 
９３０，４００ 

１
 ３，１７９，１８９ 

２，１１０，０００

請求者本人の口座を記入 銀行に届けている口座名義を正確に記入 

１０，５５０，２００
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平 均 給 与 額 算 定 書          2 号紙 

被災職員の氏名 
及 び 生 年 月 日 年   月   日生

補償の種類 遺族補償一時金 

 
 1 平均給与額算定内訳 

  災害発生の日の属する月の前月の末日から起算して過去 3月間の給与 
  （通勤手当については、地方公務員災害補償法施行規則第 3条第 5項に規定する各月ごとの合計額） 

給 与 期 間 
  年 月 日から 
  年 月 日まで 

  年 月 日から
  年 月 日まで

  年 月 日から
  年 月 日まで

計 備   考 

総 日 数 日 日 日 日  
行（－）３－６１ 勤務した日数 日 日 日 日 

控 除 日 数 日 日 日 日 

給 
 
 
 
 
 
 
与 

給 料 円 円 円 円 

扶 養 手 当 円 円 円 円 

地 域 手 当 円 円 円 円 

住 居 手 当 円 円 円 円 

通 勤 手 当 円 円 円 円 

時間外勤務手当 円 円 円 円 

宿日直手当 円 円 円 円 

 円 円 円 円 

 円 円 円 円 

 円 円 円 円 

 円 円 円 円 

 円 円 円 円 

計 円 円 円 円 
(Ａ) 法第 2 条第 4項本文による金額 
 
 （給与総額） （総日数） 
      円÷    ＝     円   銭 (イ) 

寒冷地手当 
  災害発生の日の属する月の前月の末日以前におけ 

  る直近の寒冷地手当の支給日に支給された寒冷地 

  手当の額 

       円×5÷365＝     円   銭 (ロ) 

                 (イ) ＋ (ロ) ＝           円   銭 
(Ｂ) 法第 2 条第 4項ただし書による金額 
    日、時間又は出来高払制によ

    って定められた給与の総額 

  （勤務した日数） 

                円÷       ×      ＝      円   銭 (ハ) 

    （その他の給与の総額）    （総日数） 
                円÷           ＝          円   銭 (ニ) 
                  (ロ) ＋ (ハ) ＋ (ニ)  ＝          円   銭 
(Ｃ) 法第 2 条第 6項による金額（同条第４項本文計算） 
    (寒冷地手当の額)  控除日の属する    (その月の総日数)  (控除日数)  (減額された給与の額) 

              月の給与の月額 

   
 
  （控除日の勤務に対して支払われた時間外勤務手当等の合計額）                   円   銭(ヘ)
                  (ホ) ＋ (ヘ) ＝        円   銭 (ト) 
  （寒冷地手当の額） （総日数）  （給与総額）      (ト) 
 
 
             

（総日数）  （控除日数） 
 

(Ｃ’) 法第 2条第 6項による金額（同条第４項ただし書計算） 
   日、時間又は出来高払制によって定められた給  勤務した日数 

   与の総額(控除日に支払われたものを除く)    (控除日を除く) 

 
                     円÷     ×     ＝      円   銭(チ) 
 
  （寒冷地手当の額） （総日数） （その他の給与総額）  (ホ) 
  
  
             

（総日数）  （控除日数） 
 
                   (チ) ＋ (リ) ＝        円   銭 

〔注意事項〕別紙参照。 

別 紙

〔                 〕×5 

365 
×＋ ÷ － ＝ 円   銭(ホ)

×5 

365 

日－ 

× ＋ －

＝ 円   銭 
円   銭  

日

×5 

365 

日－ 

× ＋ －

＝ 円   銭(リ) 
円   銭 

日

60
100

60
100

(      ) 

〔      〕 

〔          〕 〔  〕

〔       〕 

東日本 正 
    昭和５１ ５ １ 

 ２７ １ １ 
 ２７ １ ３１ 

３１
２３

３５０，８００
１３，５００
６５，５７４
８，５００

１１，０００
１０，０００

４５９，３７４

 ２７ ２ １
 ２７ ２ ２８ 

２８
２１

３５０，８００
１３，５００
６５，５７４
８，５００

１１，０００
５，０００

４５４，３７４

 

２７ ３ １
 ２７ ３ ３１ 

３１
２３

３５０，８００
１３，５００
６５，５７４
８，５００

１１，０００
５，０００

４５４，３７４

 

  
９０
６７

１，０５２，４００
４０，５００

１９６，７２２
２５，５００
３３，０００
２０，０００

１，３６８，１２２

  １,３６８,１２２ ９０ １５，２０１ ３５ 

 １５，２０１ ３５ 

 ２０，０００ ６７ １７９ １０ 
 
 １，３４８，１２２ ９０ １４，９７９ １３ 
  １５，１５８ ２３ 
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(Ｄ) 規則第 3条第 1項による金額 

    （給与総額）       （総日数） 

              円÷          ＝        円    銭 

 ①災害発生の日（平成   年   月   日）における

  基本的給与の月額 

          職給料表    級      号給 

 ②補償事由発生日（平成   年   月   日）にお 

  ける基本的給与の月額 

          職給料表    級      号給 

給 料 

扶 養 手 当 

地 域 手 当 
特地勤務手当又はへき地勤務手当 

計 

円

円

円

円

円

給 料

扶 養 手 当

地 域 手 当
特地勤務手当又はへき地勤務手当

計 

円

円

円

円

円

(Ｅ) 規則第 3条第 2項による金額 

             （基本的給与の月額①） 

                            円÷30＝         円    銭 

(Ｆ) 規則第 3条第 3項による金額 

             （基本的給与の月額②） 

                            円÷30＝         円    銭 

(Ｇ) 規則第 3条第 4項による金額 

 災害発生の日を補償事由発生日とみなして(Ｆ)の例により計算した額 

          （基本的給与の月額①） 

                         円÷30＝         円    銭(ヌ) 

(ヌ) 及び(Ａ)(Ｂ)(Ｃ)(Ｃ )(Ｄ)(Ｅ)のうち最も高い金額 

                                      円    銭(ル) 

            (ル)        （総務大臣が定める率） 

               円    銭×         ＝         円    銭 

規 

則 

第 

3 

条 

第 

6 

項 

に 

よ 

る 

金 

額 

(Ｈ) 離職後に補償を行うべき事由が生じた場合の金額 

  補償事由発生日を採用の日とみなして(Ｅ)の例により計算した額 

        （基本的給与の月額②） 

                         円÷30＝         円    銭 

(Ｉ) 離職後に補償を行うべき事由が生じ、かつ、補償事由発生日が災害発生の日の属する年度の翌々年度以降 

  に属する場合の金額 

 災害発生の日を補償事由発生日とみなして(Ｆ)の例により計算した額 

      （基本的給与の月額①） 

                        円÷30＝         円    銭(ヲ) 

(ヲ) 及び(Ａ)(Ｂ)(Ｃ)(Ｃ )(Ｄ)(Ｅ)のうち最も高い金額 

                                     円    銭(ワ) 

         (ワ)        （総務大臣が定める率） 

            円    銭×         ＝         円    銭 

(Ｊ) (Ｈ)(Ｉ)以外の金額 

                                      円    銭 

(Ｋ) 規則第 3条第 7項による金額 

                                         円 

(Ｌ) 法第 2 条第 11 項又は第 13 項による金額 

法第 2条第 11 項又は第 13 項の基準日における年齢                    歳 

最 高 限 度 額 

円 

最 低 限 度 額 

円

昭和 61 年改正法附則第 5条の規定によ

る経過措置の適用 

 □有   □無 

 2 平均給与額 

                                       円（     ）による金額 

 

＊ 平均給与額の算定内訳は上記のとおりであることを証明します。 

    平成   年   月   日 

 
                        所  在  地 

 

                 所属部局の  名    称 

 

                        長の職・氏名                         印

 

２９ ４ １５
 
 行（－） ３ ６５ 
 ３６０，９００
 １３，５００
 ６７，３９２
 
 ４４１，７９２

 ４４１，７９２ １４，７２６ ４０ 

  １５，２０２ Ⅰ 

 ２９ ○ ○ 

○○区○○町３－２－１ 
 
○○区○○部 
 
  所  属  長 

公
印

  ３，９３０  

一時金を支給すべきこととなった日

 ２７ ４ １ 
 
 行（－） ３ ６５ 
 ３５８，５００
 １３，５００
 ６６，９６０
 
 ４３８，９６０

 ４３８，９６０ １４，６３２ ００ 

  １５，２０１ ３５ 

 １５，２０１ ３５ １．００ １５，２０１ ３５ 
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